
　

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
平　均 平　均 平　均 平　均 平　均

月 間 有 効 求 人 数 382 396 392 367 371 421 398 348 309

月間有効求職者数 194 182 193 187 178 198 177 180 162

有 効 求 人 倍 率 1.97 2.18 2.04 1.96 2.08 2.13 2.25 1.93 1.91

島根有効求人倍率 1.39 1.55 1.71 1.52 1.42 1.38 1.38 1.40 1.41

月 間 有 効 求 人 数 297 296 283 293 306 320 316 313 402

月間有効求職者数 166 150 141 148 145 155 142 161 177

有 効 求 人 倍 率 1.79 1.97 2.01 1.98 2.11 2.06 2.23 1.94 2.27

島根有効求人倍率 1.39 1.34 1.38 1.38 1.39 1.33 1.34 1.34 1.34

７年１月

７年５月

７年２月

７年７月 ７年１０月

　

    ○月間有効求人数は402人で前年同月比▲4.5％（19人）減少し、月間有効求職者数は177人で
　　　前年同月比▲10.6％(21人）減少しました。
    ○令和8年1月の有効求人倍率は2.27倍で、前年同月比で0.14ポイント上回りました。

７年４月

８年１月

７年３月

　 　      　 　　　月
項目

　　          年度、月
項目

７年６月 ７年１１月７年８月

    　　・ 他管内の有効求人倍率：松江所1.55、安来所1.13、浜田所1.47、川本所1.62、出雲所1.34、益田所1.65、雲南所1.54、石見大田所1.21

（注）  ・　月間有効求人数、月間有効求職者数は、新規学卒を除き、パートタイムを含む。

　 　   ・　島根有効求人倍率は季節調整値である。なお、令和7年12月以前の数値は、令和8年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

           また、季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。

７年１２月７年９月

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

3.0

0

100

200

300

400

500

600

２

年

度

平

均

３

年

度

平

均

４

年

度

平

均

５

年

度

平

均

６

年

度

平

均

７

年

１

月

７

年

２

月

７

年

３

月

７

年

４

月

７

年

５

月

７

年

６

月

７

年

７

月

７

年

８

月

７

年

９

月

７

年

１０

月

７

年

１１

月

７

年

１２

月

８

年

１

月

月間有効求人数 月間有効求職者数

有効求人倍率 島根有効求人倍率

求人、求職及び求人倍率の推移

（倍）（人）

（
有
効
求
人
・
有
効
求
職
）

（
有
効
求
人
倍
率
）

公表３月３日（火）

-1-



2 0 2

Ｃ 0 0 0

Ｄ 31 1 32

Ｅ 5 0 5

09 0 0 0

10 1 0 1

11 0 0 0

12 0 0 0

13 0 0 0

14 0 0 0

15 0 0 0

16 0 0 0

17 0 0 0

18 0 0 0

19 0 0 0

　 　   ・　島根有効求人倍率は季節調整値である。なお、令和元年12月以前の数値は、令和２年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。21 3 0 3

22 0 0 0

23 0 0 0

　  　　・　 他管内の有効求人倍率：松江所１．３７、安来所１．０９、浜田所１．１６、川本所１．４２、出雲所１．１０、益田所１．１８、雲南所０．７７、石見大田所１．０６24 1 0 1

    　　・ 他管内の有効求人倍率：松江所1.48、安来所0.97、浜田所1.51、川本所1.30、出雲所1.46、益田所1.71、雲南所1.24、石見大田所1.2025 0 0 0

26 0 0 0

27 0 0 0

28 0 0 0

29 0 0 0

30 0 0 0

31 0 0 0

0 0 0

Ｆ 0 0 0

Ｇ 0 0 0

Ｈ 2 1 3

Ｉ 6 8 14

Ｊ 0 0 0

Ｋ 0 0 0

Ｌ 4 0 4

Ｍ 5 13 18
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Ｏ 0 3 3

Ｐ 22 10 32

Ｑ 4 0 4
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Ｓ　 10 60 70

105 103 208

31 14 45

39 13 52

13 10 23

10 59 69

10 3 13

2 4 6

▲ 25.5

卸 売 業 、 小 売 業

▲ 2.3

運 輸 業 、 郵 便 業 (42～49)

▲ 8.2

23.8

29人以下

医 療 ， 福 祉 (83～85)

製 造 業 (09～32)

▲ 2.8

20 ・ 32 そ の 他 の 製 造 業

▲ 25.0

44.4

43.8

▲ 13.3

▲ 34.4

124

▲ 12.9

103

▲ 11.0

89

企
業
規
模
別

１月

208
令和7年1月～
令和8年1月

１２月

104108 123

165

５月

1　求人動向
（１) 新規求人の動向

公 務 , そ の 他 (97～99)

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 (78～80)

教 育 ， 学 習 支 援 業 (81・82)

６月

複 合 サ ー ビ ス 事 業 (86・87)

500～999人

115

30～99人

10093 121

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 (71～74)

1,000人以上

サ ー ビ ス 業 (88～96)

職 業 紹 介 ・ 労 働 者 派 遣 業

そ の 他 の 事 業 サ ー ビ ス 業

300～499人

100～299人

合            計

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 (75～77)

金 融 業 、 保 険 業 (62～67)

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 (68～70)

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業 (37～41)

生 産 用 械 器 具 製 造 業

(50～61)

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

ゴ ム 製 品 製 造 業

非 鉄 金 属 製 造 業

(33～36)

金 属 製 品 製 造 業

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

鉄 鋼 業

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

(06～08)

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

繊 維 工 業

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

化 学 工 業

鉱 業

産　　　　　　　　　　　業

(05)

一  般 パート

Ａ，Ｂ　　農，林，漁業 (01～04)

産
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別

建 設 業

食 料 品 製 造 業

１０月 １１月１月 ２月 ３月

84

（２）産業別新規求人の状況

213

７月 ９月

100 157

８月４月

令和6年1月～
令和7年1月

227 137 159124 123

-

213

113

-

▲ 5.9

120

▲ 12.2

86

前年同月比 ▲ 16.1▲ 6.2

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業

対前年同月比合　計

▲ 25.0 ▲ 23.9 ▲ 18.7

-

▲ 5.8

-

-

98

66.7

-

-

-

-

-

-

-

-

50.0

-

-

0.0

-

-

-

-

-

-

-

-

▲ 2.3

▲ 11.1

▲ 60.0

▲ 10.0

0.0

-

-

-

▲ 12.5

200.0

    　　新規求人の全数は208人で、前年同月比▲2.3%（5人）減少しました。

      　産業別の新規求人を新規求人数全体から見ると、「建設業」、「卸売業・小売業」、「宿泊業・
　　  飲食サービス業」、「医療・福祉」、「公務」からの求人が全体の79.8%を占めています。

▲ 66.7

▲ 4.1

-

0.0

▲ 5.3

140.0

200.0

産業別新規求人の状況

新規求人数（パートを含む）
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（３)正社員求人の動向

　
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

1.50 1.44 1.44 1.37 1.49 1.68 1.92 1.64 1.81 1.75 1.89 1.77 1.77

60 45 43 51 51 42 51 49 48 52 47 38 70

28.2 39.1 46.2 42.1 51.0 47.2 49.5 45.4 46.2 42.3 41.6 44.2 33.7

104 98 99 98 92 84 73 83 80 83 74 77 87

156 141 143 134 137 141 140 136 145 145 140 136 154

1. 正社員はパートタイム労働者、派遣労働者、臨時・季節労働者、契約社員、準社員、嘱託等以外のものである。
　　　2. 全体の有効求人倍率は季節調整値。その他は全て原数値。
3. 正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数/常用フルタイム有効求職者数。

　　 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

46 53 36 51 30 41 36 23 28 46 38 46 43

43 32 32 62 33 24 35 33 24 40 25 40 43

▲ 6.5 ▲ 39.6 ▲ 11.1 21.6 10.0 ▲ 41.5 ▲ 2.8 43.5 ▲ 14.3 ▲ 13.0 ▲ 34.2 ▲ 13.0 0.0

 
・

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

42 30 32 62 33 24 35 31 24 40 25 29 42

▲ 4.5 ▲ 43.4 ▲ 11.1 21.6 10.0 ▲ 41.5 ▲ 2.8 34.8 ▲ 14.3 ▲ 13.0 ▲ 34.2 ▲ 12.1 0.0

　産業別の新規求人を見ると、当月も引き続き医療・福祉、小売業からの求人申込が活発であったことから増加しています。有効求人でも、建設、小売、医療・福祉業からの求人が多くを占めています。6 9 11 10 2 3 6 4 2 3 9 11 10

▲ 64.7 ▲ 50.0 22.2 233.3 ▲ 33.3 ▲ 62.5 0.0 0.0 ▲ 66.7 ▲ 70.0 50.0 10.0 66.7

30 18 16 49 28 20 25 24 20 33 12 14 27

20.0 ▲ 41.9 ▲ 38.5 14.0 16.7 ▲ 35.5 ▲ 3.8 50.0 5.3 10.0 ▲ 45.5 ▲ 36.4 ▲ 10.0

7 1 2 9 1 3 6 3 4 8 3 3 7

75.0 ▲ 80.0 ▲ 60.0 ▲ 30.8 ▲ 88.9 ▲ 40.0 50.0 ▲ 40.0 ▲ 33.3 60.0 ▲ 40.0 ▲ 25.0 0.0

22 16 11 36 21 16 17 20 14 24 9 9 18

15.8 ▲ 33.3 ▲ 21.4 44.0 40.0 ▲ 33.3 ▲ 10.5 81.8 27.3 4.3 ▲ 47.1 ▲ 43.8 ▲ 18.2

自  営 1 1 0 1 1 1 1 1 2 1 0 2 1

- 0.0 - 0.0 - 0.0 - - - - - - 0.0

6 3 5 3 3 1 4 3 2 4 4 4 5

200.0 ▲ 25.0 400.0 ▲ 40.0 0.0 ▲ 50.0 0.0 0.0 ▲ 33.3 ▲ 33.3 ▲ 60.0 300.0 ▲ 16.7

前年同月比

正 社 員 有 効 求 人 倍 率

正 社 員 新 規 求 人 数

常 用 フ ル タ イ ム
有 効 求 職 者 数

正 社 員 有 効 求 人 数

新規求人全体に占める構成比

（注）

6年1月～7年1月

7年1月～8年1月

 無 業 者

対前年同月比

対前年同月比

 新規求職者

自己都合

 離 職 者

 在 職 者

対前年同月比

　　　態様別の状況を見ると、前年同月比で在職者が増加し、自己都合離職者、無業者は減少しました。

事業主都合

対前年同月比

対前年同月比

対前年同月比

対前年同月比

（２）態様別新規常用求職者数の動向
　　　新規常用求職者（パート含み、臨時・季節を除く）は42人で、前年同月と同水準でした

     新規求人数の全数208人のうち、正社員の新規求人数は70人で、全数に占める構成比は33.7%となって
   います。正社員の有効求人倍率は1.77倍で、前年同月比で0.27ポイント上回りました。

２　求職者の動向
（１）新規求職者の動向
      新規求職者数は43人となり、前年同月と同水準でした。

態様別新規常用求職者数（パートを含む）

正社員の有効求人倍率等の状況

新規求職者数（全数）
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　 　   ・　島根有効求人倍率は季節調整値である。なお、令和元年12月以前の数値は、令和２年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

　

産業別状況

産業別

区　分

　  　　・　 他管内の有効求人倍率：松江所１．３７、安来所１．０９、浜田所１．１６、川本所１．４２、出雲所１．１０、益田所１．１８、雲南所０．７７、石見大田所１．０６

　 　   ・　島根有効求人倍率は季節調整値である。なお、令和元年12月以前の数値は、令和２年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

　  就職率は23.3％となり、前年同月比で▲18.6ポイント減少しました。

6 0 1 6 0

１月

10

▲ 44.4

23.3

▲ 18.6

11月

6

▲ 40.0

24.0

▲ 2.3

12月

7

▲ 63.2

17.5

▲ 23.8

９月

8

▲ 27.3

33.3

▲ 6.0

10月

13

8.3

32.5

6.4

７月

6

▲ 66.7

17.1

▲ 32.9

８月

▲ 6.7

42.4

▲ 7.6

６月

10

41.7

27.1

▲ 41.4

53.1

▲ 27.5

13

44.4

39.4

0.3

４月

12

50.0

19.4

3.7

66.7

13.6

２月

11

▲ 50.0

34.4

▲ 7.1

３　就職状況

３月

17

　　就職件数は10件で、前年同月比▲44.4%（8件）減少しました。

１月

18

５月

14

    雇用保険受給資格決定件数は11件で、前年同月比10.0％（1人）増加しました。

38.5

41.9

10.027.3

59

14.0

9

▲ 13.3

49

8

8.6 ▲ 9.4 9.3

8

▲ 7.7

3,9424,000

458

48

4,033

▲ 1.1

3,964

▲ 3.9

458

▲ 10.920.0 ▲ 2.1

▲ 1.3

▲ 35.713.3

49 49
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15.4

▲ 1.5

▲ 2.9

456

▲ 2.4

462

▲ 2.3

456

▲ 0.9

▲ 2.4

▲ 1.3

▲ 3.0

８月

2

4742

15 12 17

0.0

13

33.3

2 4 3

▲ 50.0 --0.0

0

--

0 1

11月

1 2

９月７月５月 10月

0

１月

6 0 2

0

- -

12月

1 0

--

0

0

500.0

合　計 建設業鉱　業

-

0

6 24受 給 資 格 決 定 件 数

    雇用保険適用事業所数は456事業所で、同▲1.1%（5事業所）減少しました。
    雇用保険被保険者数は3,942人で、同▲2.9%（116人）減少しました。

0

１月６月

14 11

７月 10月４月３月

10

2

0

８月

    雇用保険受給者実人員は47人で、同▲2.1％（1人）減少しました。

0

６月

５月

　

12月

事業所数

農林
漁業

ガス・
電気・
水道・
熱供給

0

0

11月

43

９月

8

３月

0 00 0

0.0 -

4745 40

▲ 45.5 33.3

38

対前年同月比

受 給 者 実 人 員

１月

0 0

463

5.3 27.0

0

２月

48

▲ 20.0

14.3対前年同月比

▲ 16.7

4.7

▲ 0.6

4,058 4,033 4,065

▲ 0.8

4,025

▲ 0.6 ▲ 2.7

4,063 3,990

▲ 1.3

4,032

▲ 1.1 ▲ 0.9

▲ 2.1

461

▲ 0.9

462

4,051

461

▲ 0.6▲ 0.4 ▲ 0.2

461 463

0 00

５　雇用保険の状況

00 0解雇者数 0 00
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0 00
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200.0

卸売・
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0

学術研
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専門・
サービ
ス業

公務、
その他

100.0

0 00

情報
通信業

-

製造業

0.0

0

1

-

0

生活関
連サー
ビス、
娯楽業

▲ 83.3-

0.0 100.0

▲ 33.3

運輸
業・郵
便業

対前年同月比

　

就職件数

就職率

対前年同月比

４月

-

解雇者数

対前年同月比

２月１月

02

対前年同月比 ▲ 1.3

4,041

▲ 8.5

462

▲ 1.4

▲ 1.5

▲ 0.9

適 用 事 業 所 数

被 保 険 者 数

対前年同月比

対前年同月比

４　人員整理の状況

    1月は人員整理はありませんでした。

事業所数

就職の状況
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